
資料② 

第２回横浜市公共事業評価委員会 

【教育-1】事前評価 

学校施設の移転建替事業（瀬谷中学校） 

（教育委員会事務局） 



(様式２) 

  公共事業事前評価調書（案） 

事

業

概

要

事 業 名 
【教育-1】 

学校施設の移転建替事業（瀬谷中学校） 

場  所 

(所在地) 
横浜市瀬谷区中央５−４１ 

事業目的 

横浜市立瀬谷中学校（以下、瀬谷中学校）の施設・通学区域に係る課題

を解消し、教育・通学環境の改善を図るため、旧神奈川県立瀬谷西高等

学校跡地（旧瀬谷西高校跡地）に移転建替を行います。 

事業内容 

１ 事業概要 

瀬谷中学校を旧瀬谷西高校跡地へ移転建替を行います。 

瀬谷西高等学校施設は本市の学校施設として必要な耐震性能を満たして

いない施設が多く、必要最低限の補修のみ実施されている状況です。 

また、現存施設は旧耐震施設かつ断熱性能が低く、エレベータ―が設置

されていない等、バリアフリー対応もされていないこともあり、中学校に転用す

るためには、相当な耐震補強・改修が必要になります。築 50 年近く経過して

いることもあり、生徒に安心・安全な教育環境を提供するため、転用ではなく、

新築します。 

なお、他施設との複合化については、移転先は市街化調整区域で用途が

限られ、かつ周辺に対象施設がないため単独で整備することとします。 

【位置図】 

※横浜市行政地図情報提供システムより

瀬谷中学校 

旧瀬谷西高等学校 

約 1㎞ 
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【既存施設の状況】 

敷地面積：約 19,041 ㎡、延べ床面積：約 8,715 ㎡ 

建築年度 昭和 36 年（1961 年） 

最古の棟の築年数 61 年（令和５年度時点） 

平均築年数 49.4 年（令和５年度時点） 

プレハブ棟(※)設置年 ①平成 19 年（2007 年） 

②平成 23 年（2011 年） 

※プレハブ棟は生徒数増による教室数不足対策のため、設置。 

 

２ 整備概要 

(1) 新規整備校舎の施設概要（予定） ：敷地面積：約 37,000㎡ 

※市街化調整区域の建築許可を取得し、現瀬谷中学校が抱える諸問題を早

期に解決するため、土地全体を建築敷地として活用します。移転後も引き続

き、敷地全体を使用した学校運営とするかについては、運営状況を注視し、

場合によっては、敷地の有効活用について検討を行います。 

 

(2) 既存校舎と新規整備校舎の教室数・面積比較 

種別 既存 新規（計画） 

普通教室 21 教室 18 教室 

個別支援教室 ４教室 ４教室 

特別支援教室 １教室 １教室 

音楽室や理科室等の特別教室 11 教室 10 教室 

多目的室 4.4 教室 ８教室 

その他職員室等の管理諸室、体育施設等 

延べ面積 約 8,715 ㎡ 約 9，400 ㎡(※) 

※新規整備校舎における諸室、整備水準及び現状保有数については、【別

紙３】を参照。 

 

(3) 新規整備校舎規模 

住民基本台帳に基づく「令和６年度義務教育人口推計（※）」による、令和

10 年度の普通教室数（一般学級：18 学級）の予測に基づき検討しました。 

義務教育人口推計は毎年更新され、実際の規模については、実施設計時

建築面積：約 3,870 ㎡（延床面積：9，400 ㎡） 

用途地域：市街化調整区域 

計画建蔽率：一般 50%、沿道 60%  計画容積率：一般 80%、沿道 200% 

整備手法：市による直接発注 

施設概要：校舎（普通教室、個別支援教室、特別支援教室、特別教室、

多目的室、管理諸室等）：屋外運動施設（体育館、武道場、プール）  

構造：鉄筋コンクリート造（体育館・武道場は屋根のみ鉄骨造・地上４階 
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に最新の推計等を参考に決定します。なお、令和６年度時点で当該通学区

域内における大規模な住宅の建設予定はなく、学級数が増となる程の生徒

数の急増は見込んでおりません。 

 

※令和６年度義務教育人口推計 

年度 R6 
個別 

(R6) 
R7 R8 R9 R10 R11 R12 

生徒数 791 26 768 704 685 667 671 650 

学級数 21 4 21 20 19 18 18 18 

  年度 R13 R14 R15 R16 R17 R18 

  生徒数 636  629  642  663  648  633  

  学級数 18  18  18  18  17  17  

→「個別」及び「R6」については同年５月１日現在の実数値 

  R7 以降は、推計値（一般学級のみ） 

R13～R18は、令和６年時点の未就学児・通学区域内の小学校に通学する 

児童数による推計値（一般学級のみ・急増物件は取込済） 

 

【移転先配置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3



事  業 

スケジュ

ール 

１ 全体スケジュール（横浜市、神奈川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 詳細スケジュール 

令和 5～6 年：関係者との検討及び調整（庁内関係部署及び地域） 

※令和５年に経営会議にて了承、方針決裁にて決裁済 

令和 6 年：基本設計（プロポーザル形式により、事業者選定済） 

令和 7～８年：実施設計 

令和 8～10 年夏頃：新築工事 

（敷地東側、付帯施設及び敷地西側グラウンド） 

令和 10 年夏休み：[学校移転] 

令和 10 年夏頃～11 年：敷地東側グラウンド工事 

※中学校グラウンドは旧瀬谷西高校校舎棟の解体後、整備予定。並行して

中学校校舎の整備を進めることで、同時期に中学校校舎・グラウンドの整

備が完了し、中学校の移転を実施。 

※既存擁壁を生かす等、開発許可不要な計画とし工期短縮を図ります。 

総事業費 

１ 総事業費 

約 60.6億円：（市費）約 52.9億円（国費）約 7.7億円※ 

【内訳】  

新築工事費 約 51.2 億円 

校庭整備費 約 4.3 億円 

委託費 約 5.1 億円 

【事業費算定条件及び想定リスク等】 

※瀬谷中学校解体費 8.9 億円は除く 

※Ｒ５年瀬谷中学校校舎棟の耐力度調査実施済（国庫補助要件に該当） 

※移転先用地については、市有地との交換により神奈川県から取得する方

向で調整中。なお、土地の想定価格は 28.9 億円と試算。（神奈川県県有

財産表 令和６年３月 31 日現在） 

実際に購入となった場合の、土地取得額（用途購入額）は、不動産鑑定を

実施したうえで決定するため、金額に相当の相違が生じる可能性がある。 

※工事費は建替え校実績（～R5 年度）に物価上昇率を加算したもの。なお、

今後の物価上昇等の影響は含まない。 

※現瀬谷中学校校舎等の解体に関する実施主体は、今後調整 
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事 業 の 

必 要 性 

１ 必要性・優先度 

（教育環境） 

瀬谷中学校の今後の生徒数の推移から、暫定施設であるプレハブ棟（２

棟）が既に建築年数が 10 年以上経過しており、今後も撤去できない状況に

あります。また、校舎棟においても一部老朽化（築 60 年以上経過）しており、

中期的に建替工事が必要な状況にある等、施設面に課題を抱えています。 

（通学環境） 

また、瀬谷中学校における通学区域は、本市として考える望ましい中学生

の通学距離である、概ね３キロメートルを超える（約 3.9キロメートル）地域が北

部にあることから、市内で唯一自転車通学を行っており、通学時の安全面に

懸念が生じています。（令和６年度自転車通学者数：65 人） 

（地元の状況） 

こうした状況を踏まえ、瀬谷区連合町内会自治会連絡協議会からも、令和

元年及び令和５年に瀬谷中学校の旧瀬谷西高校跡地への新築・移転につ

いて要望書が提出されています。 

 以上の背景により、令和５年３月に旧瀬谷西高校が閉校となったことを契機

として、瀬谷中学校を旧瀬谷西高校跡地へ移転建替を行い、現瀬谷中学校

の施設・通学区域に係る課題を解消し、教育・通学環境の改善を図ります。 

 

２ 上位計画における位置付け・根拠法令等 

・横浜市中期計画（2022～2025） 

2040 年頃の「横浜市のありたい姿」に向けた 10 年程度の戦略と、４年間に

重点的に取り組む政策を掲載。 

戦略１：すべての子どもたちの未来を創るまちづくり 

政策６：安心・安全でより良い教育環境の整備 

・第４期横浜市教育振興基本計画（2022～2025） 

2030 年頃の社会を見据えて、横浜の教育が目指すべき姿を描いた「横浜

教育ビジョン 2030」に基づく４年間のアクションプラン。 

柱７：安全・安心な環境 施策１：学校施設の計画的な建替えの推進 

新しい学習内容を柔軟に取り入れられるように配慮しながら、長期的 

な視野を持ち、学校関係者や地域の方の意見を踏まえて、建替えを進

めます。 

 

３ 適地性 

中学校通学区域内で通学距離が偏らない場所が望ましく、整備に必要な敷

地面積（19,041㎡・既存地と同等程度以上）を確保できる適地は、当該、通学

区域内において旧瀬谷西高校跡地以外にありません。 

当該地への移転により、本市が考える望ましい中学校の通学距離（※）は、

いずれの区域においても、片道おおむね３キロメートル以内となり、適正な通
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学距離及び通学区域となります。 

※「横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針」

上、中学校の望ましい通学距離は片道おおむね３キロメートル以内として

います。

【通学区域図】 

事業の効果 

（費用便益分析等） 

１ 施設面 

(1) 安全・安心・安定性・快適性

①教育環境の改善

既存校舎（普通教室棟）の耐力度調査（※）を実施したところ、耐力

度点数が国の定めのある点数以下であり、構造上危険な状態にある建

物とされている状況です。本事業を実施することで、生徒の安全・安心

な教育環境が確保されます。 

約 2.9㎞ 

瀬谷中学校関連市立小学校 

(1) 瀬谷小学校

(2) 大門小学校

(3) 上瀬谷小学校
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※耐力度調査…学校施設における「建物の構造耐力」、「経年による

耐力・機能の低下」、「立地による影響」の３項目を総合的に判断し、建

物躯体の健全度を評価する調査 

②通学環境の改善

通学区域内中心地に学校が移転されることにより、いずれの地域か

らも、適正距離（片道概ね３㎞以内）となり、自転車通学が終了となるこ

とからも、通学環境面において生徒の安全・安心が確保されます。 

(2) 将来を見据えた施設整備

建設後 70年以上の長期にわたり使用することを想定して、ライ

フサイクルコスト縮減のために、耐久性が高く、保全が容易である

ことや将来の用途変更への対応を考慮した整備を行います。 

(3) コスト縮減の取組

コンパクトな建物形状・平面計画による面積・外皮の縮減、構造・設

備の合理化等によりコスト削減に取組みます。 

また、開発許可不要の計画とすることにより、工期短縮や擁壁築造費

がかからずコスト縮減となります。 

２ 防災面 

(1) 地域防災計画での位置づけと対応、建替え中の拠点確保等

現在、瀬谷中学校は地域防災拠点として指定されています。移転後

の瀬谷中学校を引き続き指定するよう担当する部署で調整をしていま

す。 そのため、地域防災拠点に必要な機能の設置を想定して、基本

設計を進めています。 

（２）災害への対応

①【内水】浸水想定区域（想定最大規模）

敷地内の一部に 0ｍ～0.5ｍの範囲で浸水想定がされています。な

お、学校施設建設地については、ハザードマップ上、想定被害がない

地点に建設をする予定です。 ※別紙２参照 

②【洪水】浸水想定区域（想定最大規模）

想定区域として設定されていません。 ※別紙２参照

③土砂災害警戒区域関連

土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、急傾斜地崩壊危険区

域のいずれも設定されていません。 

３ 地域面 

（目的外利用への対応） 
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学校開放や地域の行事等の目的外利用に対応するために、体育

館や武道場、グラウンド等について、生徒と地域が共同利用でき

る施設として機能できるよう、動線計画や配置等を考慮します。 

環境への配慮 

１ 緑化 

敷地面積に対し 20％の緑化を確保します。 

 

２ 建物における環境配慮 

横浜市公共建築物環境配慮基準に準拠することで、環境負荷を軽減

されます。（CASBEE 横浜Ａランク：照明器具の LED 化、高効率空調設備

の導入、外皮（※）の断熱化、PPA 事業等） 

※外皮：建物の外部と内部を隔てる境界で、窓・壁・屋根・床等 

 

・環境に配慮した事業者の確保 

工事の発注にあたっては総合評価落札方式を採用していますが、評

価項目に Y-SDGｓへの認証状況を選択することを検討していきます。 

・木材の利用の促進 

「横浜市建築物における木材の利用の促進に関する方針」を踏まえ、

可能な限り県産木材及び地域材（※）を利用した内装等の木質化等を進

めます。 

 ※輸送過程で排出される二酸化炭素量及び木材生産量を考慮し、近隣

都県（関東甲信地方に属する都県及び静岡県）で生産された木材。 

  

３ 周辺環境に対する効果 

建築物から発生する日影、教育活動から発生する音、幹線道路の

交通の影響及び近隣住宅への圧迫感軽減を図り、計画建物を道路後

退し、周辺環境へ配慮した計画とします。 

地域の状況等 

１ 用地取得について 

・旧瀬谷西高校の敷地については、市有地との交換により神奈川県か

ら取得する方向で調整中です。 

 

２ 地元住民説明状況 

・関係小中学校 PTA 定例会及び関係連合町内会定例会にて当該事

業の説明及び意見交換を行いました。 

・令和６年３月 22 日及び、23 日の計２回、瀬谷中学校体育館にて当該

事業について地域説明会を開催しました。（参加者：計 179 名） 

 

３ 中学校移転後の跡地活用について 

 中学校移転後については、まちの将来の発展につながる活用に向け

て、今後、まちづくりの所管局にて検討を進める予定です。 
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事業手法 

公共発注方式によります。 

PFI については、市街化調整区域の建築許可上、導入用途に制限が

あるため、民間需要が見込まれないことから、維持管理のみ運用期間 15

年として VFM算定した結果、財政削減額が少額となること等の理由から、

採用せず、公共発注方式としました。 

添付資料 

・別紙１ 案内図及び配置図

・別紙２ 移転先施設周辺・ハザードマップ（内水・洪水）

・別紙３ 現行の施設と新しい学校の整備水準の比較（令和６年４月時点）

参考資料 

横浜市立小・中学校の通学区域制度及び学校規模に関する基本方針 

（平成 30 年 12 月策定） 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kosodate-

kyoiku/kyoiku/sesaku/tekiseika/gakku-houshin.html 

担当部署 
教育委員会事務局 学校計画課 (℡ 045-671-3252 ) 

 教育施設課 (℡ 045-671-3298 ) 
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配置図案内図 瀬谷区中屋敷二丁目２番地５

瀬谷駅※この地図の著作権は横浜市に属します。

※この地図は一部加工しています。

計画地

（旧瀬谷西高校）

サブグラウンド建設予定エリア 校舎及びメイングラウンド建設予定エリア

遊水池

既存校舎

（解体予定）

別紙１
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【内水ハザードマップ】横浜市行政地図提供システム わいわい防災マップ（内水）より 

【洪水ハザードマップ】横浜市行政地図提供システム わいわい防災マップ（洪水）より 

別紙２ 
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別紙３
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